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② 全住宅団地の開発年度と計画戸数

① 5ha以上の住宅団地の開発年度と開発面積

１章：研究の背景・目的

新産業都市指定による
新日本製鐵大分製鉄所の建設

就業者住宅の確保

住戸の同時期大量供給



こうした住宅団地の問題点の抽出、既存の住宅団地が存続していくための

改善点を挙げることを目的とする。

●人口減少・少子高齢化
（人口構成のアンバランス）

●経年による建物の老朽化
●団地内店舗の閉店

居住環境の低下を引き起こす問題点が顕在化している

１章：研究の背景・目的

現在の住宅団地では



１章：研究のフロー
研究対象住宅団地の選定

将来の人口変動予測

住宅団地内の施設立地と居住環境評価

公共交通機関利用の現状把握

バス路線と行政の取り組みを中心とした公共交通利用の対策

コーホート要因法による人口推計

徒歩圏内の施設立地密度

バス停密度と最寄り鉄道駅まで道路距離

各指標による大規模住宅団地の類型化と特徴把握

大規模住宅団地の問題点と改善点の抽出

①

②

③

ふれあいタクシー事業



大分市の住宅団地（平成21年3月末時点）

413団地

60団地

２章：対象住宅団地選定

①開発面積5ha以上の規模を有する
②大分市人口統計により平成21年3月の人口が集計可能
③開発開始から5年以上経過し、人口増加がある程度減衰していること

研究対象団地



２章：研究対象団地分布図



 

B

H

J

B

H

J

S37‐S50開発

S51‐S63開発

H1以降開発

S37‐S50開発

S51‐S63開発

H1以降開発

H21 人口構成

H46 人口構成（推計）

３章：コーホート要因法

コーホート要因法を用い、各住宅団地の25年後の年齢階級別人口構成を把握

現在・・・開発年によって世代構成が大きく異なる
25年後・・・開発年によって世代構成に差がみられない



４章：施設立地を市域で把握（箱ひげ図）

Arc GIS Network Analyst を使用し、市街地中心部（大分市役所）からの道路距離を
算出し、研究対象団地の分布と各施設の分布を比較した。

スーパーマーケット・薬局・金融機関は、15km圏域以上では分布がみられず
郊外部の団地住民は自家用車や公共交通機関の利用を余儀なくされている。



５章：分析指標一覧

人口変動

交通利便性

20歳未満人口構成（％）
65歳以上人口構成（％）

施設立地

・スーパーマーケット
・薬店
・医療機関
・薬局
・金融機関
・郵便局
・幼稚園
・保育園
・福祉施設

駅までの距離（ｍ）
バス停密度（箇所/ha）

基本データ

人口（人）
開発面積（㎡）
中心市街地までの距離（ｍ）

住宅団地の徒歩圏内に立地する
各施設の密度（箇所/ha）

主成分分析・クラスター分析を用いて、住宅団地の類型化
各クラスターの特徴把握を行う



５章：主成分分析・クラスター分析

各クラスターの特徴と分類

第１主成分・・・「住宅団地の利便性向上施設集積性」
第２主成分・・・「住宅団地の生活基盤施設充足性」
第３主成分・・・「居住者の世代構成」
第４主成分・・・「住宅団地の規模」
第５主成分・・・「中心部へのアクセス性」

各成分の軸の解釈

サンプルスコアプロットとクラスターの平均値を用い、住宅団地の類型化を行った



５章：クラスターの分布図

クラスター１
「高齢化進行団地」

クラスター２
「子育て世代居住団地」

クラスター３
「郊外型住宅団地」

クラスター４
「高齢者中心居住団地」

クラスター５
「子育て世代居住・
施設充足型団地」

クラスター６
「大規模住宅団地」

「郊外型住宅団地」は、施設立地や交通利便性に問題を抱える



郊外住宅団地や山間部地域における交通利便性に注目し

現行のバス路線と「ふれあいタクシー」運行事業の有効性の検証を行う

非バス運行路線地域に対する行政施策

６章：郊外住宅団地と山間部地域の交通利便性



６章：バス路線とふれあいタクシー

バス路線と平成20年3月時点の「ふれあいタクシー」運行路線を示す



６章：累積加重コスト説明

累積加重コストを算出し、バス利用・徒歩併用時の中心部へのアクセス時間等値線を作成



６章：累積加重コスト

累積加重コストを算出し、バス利用・徒歩併用時の中心部へのアクセス時間等値線を作成



高齢化率

６章：ふれあいタクシーの運行需要地域の予測

住宅密度（延べ床面積）

「ふれあいタクシー」の運行需要地域の予測を行う



６章：高齢化率

平成21年3月の大分市人口統計を用いて、高齢化率（65歳以上）を算出



６章：住宅延べ床面積

1ha当たりの住宅延べ床面積を算出



６章：ふれあいタクシー運行需要地域

高齢化率と住宅密度を常用対数によりスケーリングし、その積を算出（運行需要地域を予測）



７章：総括

郊外部の公共交通利便性を高めることは重要であり、大分市が行っている
「ふれあいタクシー」事業は公共交通を補完する役割として有効であると考えられる。

同時期大量供給の形態をとる住宅団地は、世代構成のアンバランスを招き、

比較的密集した地域での急激な高齢化を引き起こす要因となっている。

特に戸建住宅中心の大規模住宅団地に関してはその傾向が強く、開発経過年
を考慮すると、早急に対策を講じなければならない状況にある。

①

②





４章：圏域設定

●住宅
●共同住宅
●作業所併用住宅
●店舗併用住宅
●店舗併用共同住宅
●商業施設
●業務施設
●宿泊施設
●娯楽施設
●遊戯施設
●重工業施設

●軽工業施設
●サービス工業施設
●運輸倉庫施設
●官公庁施設
●文教厚生施設（Ａ）
●文教厚生施設（Ｂ）
●家内工業施設
●危険物貯蔵・処理施設
●農林漁業施設
●その他

●住宅
●共同住宅
●作業所併用住宅
●店舗併用住宅
●店舗併用共同住宅

住居系建物用途
全建物用途

住宅団地開発範囲

住宅

共同住宅

軽工業施設

文教厚生施設（Ａ）

運輸倉庫施設

半径400m



４章：施設立地を市域で把握（カーネル密度）

スーパーマーケット 郵便局

比較的中心部に集中 郊外まで幅広く分布

●薬店
●医療機関
●薬局
●金融機関

●福祉施設
●幼稚園
●保育園



５章：主成分分析

「住宅団地の利便性向上施設集積性」

「住宅団地の生活基盤施設充足性」

「居住者の世代構成」

「住宅団地の規模」

「中心部へのアクセス性」

主成分分析 各軸の解釈を行う



クラスター各指標の平均値

クラスター分析 各クラスターの平均点により特徴把握を行う

５章：クラスター分析
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